
 

 

 

 

厚生労働省発社援１１０５第２号 

令 和 ２ 年 １ １ 月 ５ 日 

 

 

  

 秋田県知事、山形県知事、長野県知事、岐阜県知事、 

 京都府知事、島根県知事、広島県知事、福岡県知事、 

 佐賀県知事、長崎県知事、熊本県知事、大分県知事、 

 鹿児島県知事、 

 京都市長、広島市長、北九州市長、福岡市長、熊本市長、 

 秋田市長、山形市長、長野市長、岐阜市長、松江市長 

 呉市長、福山市長、久留米市長、長崎市長、佐世保市長、 

 大分市長、鹿児島市長 

 

 

 

 

                                               厚生労働事務次官 

                                               （公 印 省 略） 

 

 

令和２年７月豪雨による社会福祉施設等設備災害復旧事業の国庫補助について 

 

 

標記の国庫補助金の交付については、別紙「令和２年７月豪雨による社会福祉施設等

設備災害復旧事業補助金交付要綱」により行うこととされ、令和２年７月豪雨が発生し

た日から適用することとされたので通知する。 
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（別紙）令和２年７月豪雨による社会福祉施設等設備災害復旧事業補助金交付要綱 

 

（通則） 

１ 令和２年７月豪雨による社会福祉施設等設備災害復旧費国庫補助金（以下「補助

金」という。）については、予算の範囲内において交付するものとし、補助金等に係

る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）、補助金等に係る

予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号）及び厚生労働

省所管補助金等交付規則（平成１２   令第６号）の規定によるほか、この交付要

綱の定めるところによる。 

 

（交付の目的） 

２ この補助金は、令和２年７月３日から同月３１日にかけて九州地方を中心に日本各

地で発生した豪雨（以下「令和２年７月豪雨」という。）により被災した障害福祉サ

ービス等事業者等の事業再開に対する支援を図り、令和２年７月豪雨の被災地におけ

る障害福祉サービス等の確保を図ることを目的とする。 

 

（定義） 

３ この交付要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定め

るところによる。 

（１）被災府県 

   秋田県、山形県、長野県、岐阜県、京都府、島根県、広島県、福岡県、佐賀県、 

   長崎県、熊本県、大分県、鹿児島県 

（２）被災地方公共団体 

被災府県並びに被災府県の管内の指定都市及び中核市 

（３）被災事業所等 

被災地方公共団体の区域内に設置される、次の表１の第１欄に定める事業所、

施設等であって、令和２年７月豪雨により、備品、設備等に被害を受けたものを

いう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

厚生省 

労働省 



 

 

（表１） 

１ 事業所、施設等 ２ 定義 

（１）保護施設 

 

（２）社会事業授産施設等 

    ① 社会事業授産施設 

 

 

  ② 地域福祉センター 

（A型、B型）  

 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第３８条に

基づく保護施設。  

 

社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第２条第２項

第７号に基づく授産施設。（（１）による授産施設を除

く。） 

 平成６年６月２３日社援地第７４号厚生省社会・援護

局長通知「地域福祉センターの設置運営について」 

  ③隣保館 

 

 

  ④生活館 

 

 

  ⑤生活困窮者・ホームレス

自立支援センター 

⑥へき地保健福祉館 

 

（３）介護福祉士等養成施設 

 

（４）障害福祉サービス事業所 

    ① 居宅介護事業所 

 

 

  ② 重度訪問介護事業所 

 

    ③ 同行援護事業所  

 

  ④ 行動援護事業所 

 

  ⑤ 療養介護事業所 

 

  ⑥ 生活介護事業所 

 

  ⑦ 自立訓練事業所 

 

  ⑧ 就労移行支援事業所 

 

 平成１４年８月２９日厚生労働省発社援第0829002号

厚生労働事務次官通知「隣保館の設置及び運営につい

て」 

 平成１４年８月２９日厚生労働省発社援第0829002号

厚生労働事務次官通知「隣保館の設置及び運営につい

て」 

 平成３０年７月３１日厚生労働省・国土交通省告示第

２号ホームレスの自立の支援等に関する基本方針 

 昭和４０年９月１日厚生省社第２２２号厚生省事務次

官通知「へき地保健福祉館の設置運営について」 

 社会福祉士及び介護福祉士法（昭和６２年法律第３０

号）第７条又は第４０条 

  

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた

めの法律（平成１７年法律第１２３号）第５条第２項に

規定する居宅介護を行う事業所をいう。 

 同法第５条第３項に規定する重度訪問介護を行う事業

所をいう。 

  同法第５条第４項に規定する同行援護を行う事業所を

いう。 

 同法第５条第５項に規定する行動援護を行う事業所を

いう。 

 同法第５条第６項に規定する療養介護を行う事業所を

いう。 

 同法第５条第７項に規定する生活介護を行う事業所を

いう。 

 同法第５条第１２項に規定する自立訓練を行う事業所

をいう。 

 同法第５条第１３項に規定する就労移行支援を行う事

業所をいう。 



 

 

  ⑨ 就労継続支援事業所 

 

  ⑩ 就労定着支援事業所 

 

  ⑪ 自立生活援助事業所 

 

（５）障害者支援施設 

 

（６）短期入所事業所 

 

（７）共同生活援助事業所 

 

（８）身体障害者社会参加支援 

施設 

 

（９）盲人ホーム 

 

 

（10）市町村障害者生活支援 

センター 

 

（11）地域活動支援センター 

 

 

（12）福祉ホーム 

（13）児童福祉施設 

 

 

（14）児童発達支援事業所 

 

 (15）放課後等デイサービス 

事業所 

（16）居宅訪問型児童発達支援

事業所 

 (17）保育所等訪問支援事業所 

 

（18）心身障害児総合通園 

センター 

 

 同法第５条第１４項に規定する就労継続支援を行う事

業所をいう。 

 同法第５条第１５項に規定する就労定着支援を行う事

業所をいう。 

 同法第５条第１６項に規定する自立生活援助を行う事

業所をいう。 

同法第５条第１１項に規定する障害者支援施設をい

う。 

 同法第５条第８項に規定する短期入所を行う事業所を

いう。 

 同法第５条第１７項に規定する共同生活援助を行う事

業所をいう。 

 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第５

条第１項に規定する身体障害者社会参加支援施設をい

う。 

 昭和３７年２月２７日社発第１０９号厚生省社会局長

通知「盲人ホームの運営について」に基づく盲人ホーム

をいう。 

 平成８年５月１０日社援更第１３３号厚生省社会・援

護局長通知「市町村障害者生活支援事業の実施につい

て」に基づく市町村障害者生活支援センターをいう。 

 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた

めの法律第５条第２７項に規定する地域活動支援センタ

ーをいう。 

 同法第５条第２８項に規定する福祉ホームをいう。 

児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第７条第１

項に規定する児童福祉施設のうち、障害児入所施設及び

児童発達支援センターをいう。 

 同法第６条の２の２第２項に規定する児童発達支援を

行う事業所をいう。 

  同法第６条の２の２第４項に規定する放課後等デイサ

ービスを行う事業所をいう。 

  同法第６条の２の２第５項に規定する居宅訪問型児童

発達支援を行う事業所をいう。 

同法第６条の２の２第６項に規定する保育所等訪問支

援を行う事業所をいう。 

 昭和５４年７月１１日児発第５１４号厚生省児童家庭

局長通知「心身障害児総合通園センターの設置につい

て」に基づく、心身障害児総合通園センターをいう。 



 

 

（19）相談支援事業所 

 

 

 (20）障害児相談支援事業所 

 

 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた

めの法律第５条第１８項に規定する相談支援事業を行う

事業所をいう。 

 児童福祉法第６条の２の２第７項に規定する障害児相

談支援を行う事業所をいう。 

 

（交付の対象） 

４ この補助金は、次の事業を交付の対象とする。 

（１）被災地方公共団体が設置する被災事業所等について 

ア 開設準備経費 

被災事業所等の事業再開に要する初度設備に係る経費に補助金を財源の全部又

は一部として充てる事業 

  イ 災害復旧設備費 

被災事業所等の必要な設備の復旧に係る経費に補助金を財源の全部又は一部と

して充てる事業 

    ウ 災害復旧大規模生産設備費 

被災事業所等のうち、工賃引き上げを図るための大規模な生産設備（就労訓練

設備）の復旧に係る経費に補助金を財源の全部又は一部として充てる事業 

（２）被災地方公共団体内の市町村（指定都市又は中核市を除く。）又は民間事業者が

設置する被災事業所等について 

    ア 開設準備経費 

被災事業所等の事業再開に要する初度設備に係る経費について、当該被災地方

公共団体が補助する事業 

イ 災害復旧設備費 

被災事業所等の必要な設備の復旧に係る経費について、当該被災地方公共団体

が補助する事業 

ウ 災害復旧大規模生産設備費 

被災事業所等の工賃引き上げを図るための大規模な生産設備（就労訓練設備）

の復旧に係る経費について、当該被災地方公共団体が補助する事業 

 

（交付の対象外費用） 

５ この補助金は、次に掲げる費用については、補助の対象外とする。 

（１）国が別途定める国庫負担金、補助金及び交付金の交付の対象となる事業 

（２）施設整備を目的とする事業（土地や既存の建物の買収、土地の整地を含む。） 

（３）事業の復旧に要する初期契約費用のうち、後年度に貸主等に返還義務が発生する

費用（敷金、保証金等） 

（４）障害者・児に対する障害福祉サービス等の提供に資することのないもの。 

（５）令和２年７月豪雨により被災した被災事業所等の復旧と認められないもの。（当

該備品購入が、効率的な障害福祉サービス等の提供に資する場合を除く。） 



 

 

（６）その他、災害復旧事業として適当と認められないもの。 

 

（交付額の算定方法） 

６ この補助金の交付額は、被災事業所等の設置主体ごとに、次により算出された額の

合計額とする。ただし、算出された額に１，０００円未満の端数が生じた場合にはこ

れを切り捨てるものとする。 

（１）４の（１）の事業 

ア 次の表２の第１欄に定める区分ごとに、第２欄に定める基準額と第３欄に定め

る対象経費の実支出額とを比較して少ない方の額を選定する。 

イ アにより選定された額と総事業費から寄付金その他の収入額を控除した額とを

比較して少ない方の額を交付額とする。 

（２）４の（２）の事業 

ア 次の表２の第１欄に定める区分ごとに、第２欄に定める基準額と第３欄に定め

る対象経費の実支出額とを比較して少ない方の額と、総事業費から寄付金その他

の収入額（社会福祉法人の場合は寄付金収入額を除く。）を控除した額とを比較

して少ない方の額を選定する。 

イ アにより選定された額と被災地方公共団体が補助した額とを比較して少ない方

の額を交付額とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 （表２） 

１ 区分 ２ 基準額 ３ 対象経費 ４ 補助率 
 
開設準備経費 
 
 
 

 

 
１か所あたり  

1,000千円 
 

 

 
当該被災事業所等の事業再

開に必要な需用費、役務費、
委託料、使用料及び賃借料
（土地、建物 に要する経費
を除く。）、備品購入費 

 
 

定 額 

 

 

 

災害復旧設備費 

 

 

 

 

 

 

 

１か所あたり  

5,000千円 

 

 

 

 

 

 

当該被災事業所等の災害復

旧に必要な需用費、役務費、

委託料、使用料及び賃借料

（土地、建物 に要する経費

を除く。)、備品購入費（備

品設置に伴う工事請負費を含

む。)  

 

 

定 額 

 

 

 

 

 

 

災害復旧大規模 

生産設備費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１か所あたり  

13,700千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

就労訓練設備事業の災害復

旧に必要な備品購入費、工事

費、又は工事請負費、工事事

務費（工事施工のため直接必

要な事務に要する費用であっ

て、旅費、消耗品費、設計監

督料等をいい、その額は、工

事費又は工事請負費の２．６

％に相当する額を限度額とす

る。) 

 

 

定 額 

 

 

 

 

 

 

 

 

（交付の条件） 

７ この補助金の交付の決定には、次の条件が付されるものとする。 

（１）事業に要する経費の配分の変更をする場合には、厚生労働大臣の承認を受けなけ

ればならない。 

（２）事業の内容の変更（軽微な変更を除く。）をする場合には、厚生労働大臣の承認

を受けなければならない。 

（３）事業を中止し、又は廃止する場合には、厚生労働大臣の承認を受けなければなら

ない。 

（４）事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難となった場合には、

速やかに厚生労働大臣に報告してその指示を受けなければならない。 

（５）事業により取得し、又は効用の増加した価格が単価５０万円以上の機械、器具及

びその他の財産については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施

行令第１４条第１項第２号の規定により厚生労働大臣が別に定める期間を経過す



 

 

るまで、厚生労働大臣の承認を受けないで、この補助金の交付の目的に反して使

用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、又は廃棄してはならない。 

（６）厚生労働大臣の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合には、

その収入の全部又は一部を国庫に納付させることがある。 

（７）事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業の完了後において

も善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運用を図らなけ

ればならない。 

（８）補助事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消費税及び

地方消費税にかかる仕入控除税額が確定した場合（仕入控除税額が０円の場合を

含む。）は、別紙様式４により速やかに、遅くとも補助事業完了日の属する年度

の翌々年度６月３０日までに厚生労働大臣に報告しなければならない。なお、補

助金に係る仕入控除税額があることが確定した場合には、当該仕入控除税額を国

庫に返還しなければならない。 

（９）補助金と事業に係る予算及び決算との関係を明らかにした別紙様式１による調書

を作成するとともに、事業に係る歳入及び歳出について証拠書類を整理し、かつ

調書及び証拠書類を補助金の額の確定の日（事業の中止又は廃止の承認を受けた

場合には、その承認を受けた日）の属する年度の終了後５年間保管しておかなけ

ればならない。ただし、事業により取得し、又は効用の増加した価格が単価５０

万円以上の財産がある場合は、前記の期間を経過後、当該財産の財産処分が完了

する日、又は補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令第１４条第

１項第２号の規定により厚生労働大臣が別に定める期間を経過する日のいずれか

遅い日まで保管しておかなければならない。 

（10）被災地方公共団体は、国から概算払により間接補助金に係る補助金の交付を受け

た場合には、当該概算払を受けた補助金に相当する額を遅滞なく間接補助事業者

に交付しなければならない。 

（11）被災府県は、間接補助金を間接補助事業者（地方公共団体に限る。）に交付する

場合には、間接補助事業者に対し、（１）から（９）に掲げる条件を付さなけれ

ばならない。この場合において、（１）から（４）、（６）及び（８）中「厚生

労働大臣」とあるのは「被災府県知事」と、（５）中「厚生労働大臣の承認」と

あるのは「被災府県知事の承認」と、（６）及び（８）中「国庫」とあるのは

「被災府県」と、（８）中「別紙様式４」とあるのは「別紙様式４に準じた様式」

と、（９）中「補助金」とあるのは「間接補助金」と読み替えるものとする。 

（12）被災地方公共団体は、間接補助金を間接補助事業者(地方公共団体を除く。)に交

付する場合には、次の条件を付さなければならない。 

  ア （１）から（７）までに掲げる条件。 

    この場合において、（１）から（４）及び（６）の規定中「厚生労働大臣」と

あるのは、被災府県が補助を行う場合は「被災府県知事」と、被災府県の管内

の指定都市又は中核市が補助を行う場合には「市長」と、「国庫」とあるのは、

被災府県が補助を行う場合は「被災府県」と、被災府県の管内の指定都市又は



 

 

中核市が補助を行う場合は「市」と、（５）中「５０万円」とあるのは、「３

０万円」と、「厚生労働大臣の承認」とあるのは、被災府県が補助を行う場合

は「被災府県知事の承認」と、被災府県の管内の指定都市又は中核市が補助を

行う場合は「市長の承認」と、読み替えるものとする。 

イ 補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支出

について証拠書類を整理し、かつ当該帳簿及び証拠書類を補助金の額の確定の

日（事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）の属

する年度の終了後５年間保管しておかなければならない。ただし、事業により

取得し、又は効用の増加した価格が単価３０万円以上の財産がある場合は、前

記の期間を経過後、当該財産の財産処分が完了する日、又は補助金等に係る予

算の執行の適正化に関する法律施行令第１４条第１項第２号の規定により厚生

労働大臣が別に定める期間を経過する日のいずれか遅い日まで保管しておかな

ければならない。 

ウ 事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告により補助金にかかる消費税及

び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合（仕入控除税額が０円の場合

を含む。）は、別紙様式４に準じた様式により速やかに、遅くとも補助事業完

了日の属する年度の翌々年度６月３０日までに被災府県知事（被災府県の管内

の指定都市又は中核市が補助を行う場合は市長。以下、この号において同じ。）

に報告しなければならない。 

なお、間接補助事業者が全国的に事業を展開する組織の一支部（又は一支社、

一支所等）であって、自ら消費税及び地方消費税の申告を行わず、本部（又は

本社、本所等）で消費税及び地方消費税の申告を行っている場合は、本部の課

税売上割合等の申告内容に基づき報告を行うこと。 

また、被災府県知事に報告があった場合には、当該消費税及び地方消費税に

係る仕入控除税額を被災府県（被災府県の管内の指定都市又は中核市が補助を

行う場合は市）に返還しなければならない。 

（13）（11）又は（12）により付した条件に基づき、被災府県知事若しくは被災府県の

管内の指定都市の長又は中核市の長が承認又は指示する場合には、あらかじめ厚

生労働大臣の承認を得なければならない。 

（14）間接補助事業者から財産の処分による収入又は間接補助金にかかる消費税及び地

方消費税に係る仕入税額控除の全部又は一部の納付があった場合には、その納付

額の全部又は一部を国庫に納付させることがある。 

 

（申請手続） 

８ この補助金の交付の申請は、別紙様式２による申請書に関係書類を添えて、別に定

める期日までに厚生労働大臣に提出して行うものとする。 

 

（変更申請手続） 

９ この補助金の交付決定後の事情の変更により、申請の内容を変更して追加交付申請



 

 

等を行う場合には、８に定める申請手続きに従い、別に定める期日までに厚生労働大

臣に提出して行うものとする。 

 

（交付決定までの標準的期間） 

10 厚生労働大臣は、８又は９に定める申請書が到達した日から起算して、原則として

２月以内に交付の決定（変更の決定を含む。）を行うものとする。 

 

（補助金の概算払） 

11 厚生労働大臣は、必要があると認める場合においては、国の支払計画承認額の範囲

内において概算払をすることができる。 

 

（実績報告） 

12 この補助金の事業実績報告は、事業完了の日から起算して１か月を経過した日（７

の（３）により事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、当該承認通知を受理し

た日から起算して１か月を経過した日）又は翌年度４月１０日のいずれか早い日まで

に、別紙様式３による事業実績報告書に関係書類を添えて、厚生労働大臣に提出して

行わなければならない。 

 

（補助金の返還） 

13 厚生労働大臣は、交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその額を超

える補助金が交付されているときは、期限を定めて、その超える部分について国庫に

返還することを命ずる。 

 

（その他） 

14 特別の事情により、６、８、９及び12に定める算定方法、手続によることができな

い場合には、あらかじめ厚生労働大臣の承認を受けてその定めるところによるものと

する。 


